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(57)【要約】
【課題】　サービスマンの訪問計画を作成するにあたり
、故障発生に伴う緊急出動にも対応できるようにするこ
と。
【解決手段】　本発明は、異なる位置に設置された複数
の機器それぞれの故障発生の程度を予測し、その予測結
果に基づいて、複数のサービスマンが訪問する機器と訪
問しない機器とを決定する。そして、複数のサービスマ
ンが訪問する位置と、サービスマンが訪問しない機器の
位置とに基づいてコストを算出し、このコストに基づい
て複数のサービスマンの訪問計画を作成する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定期間において複数のサービスマンが異なる位置に設置された複数の機器を訪問する
ための訪問計画を作成する情報処理装置であって、
　前記所定期間における前記複数の機器それぞれの故障発生の程度を予測する予測部と、
　前記予測部の予測結果に基づいて、前記所定期間において前記複数のサービスマンが訪
問する第１種類の機器と訪問しない第２種類の機器とを決定する決定部と、
　前記所定期間の各時間帯において前記第１種類の機器を訪問する前記複数のサービスマ
ンの位置と前記第２種類の機器との位置に基づいて、前記訪問計画に係るコストを算出す
る算出部と、
　前記算出部により算出されたコストに基づいて、前記訪問計画を作成する作成部と、
を有することを特徴とする情報処理装置。
【請求項２】
　前記算出部は、前記第２種類の機器の故障発生の程度に基づいて前記コストに重み付け
を行うことを特徴とする請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
　前記作成部は、前記コストが最小となるように前記訪問計画を作成することを特徴とす
る請求項１または２に記載の情報処理装置。
【請求項４】
　前記決定部は、前記故障発生の程度が第１の閾値以上の機器を前記第１種類の機器と決
定し、前記故障発生の程度が前記第１の閾値よりも大きい第２の閾値以上で前記第１の閾
値未満の機器を前記第２種類の機器と決定することを特徴とする請求項１から３のいずれ
か１項に記載の情報処理装置。
【請求項５】
　前記算出部は、前記第１種類の機器を訪問する前記複数のサービスマンのうち、前記第
２種類の機器に最も近いサービスマンの位置と、当該第２種類の機器との位置に基づいて
、前記コストを算出することを特徴とする請求項１から４のいずれか１項に記載の情報処
理装置。
【請求項６】
　前記算出部は、前記第１種類の機器を訪問する前記複数のサービスマンの位置と前記第
２種類の機器との位置の移動距離または移動時間に基づいて、前記コストを算出すること
を特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項７】
　前記算出部は、前記第１種類の機器を訪問する前記複数のサービスマンそれぞれの特性
に基づいて、前記コストを算出することを特徴とする請求項１から６のいずれか１項に記
載の情報処理装置。
【請求項８】
　前記算出部は、前記第１種類の機器を訪問する前記複数のサービスマンが前記第２種類
の機器に最も近いサービスマンとして選択された回数に基づいて、前記コストを算出する
ことを特徴とする請求項１から６のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項９】
　前記算出部は、前記第２種類の機器の故障に対する作業時間に基づいて、前記コストを
算出することを特徴とする請求項１から８のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項１０】
　前記算出部は、さらに前記複数のサービスマンの移動に係るコストと、前記機器の部品
交換に係るコストと、前記機器の故障リスクに係るコストとに基づいて前記訪問計画に係
るコストを算出することを特徴とする請求項１から９のいずれか１項に記載の情報処理装
置。
【請求項１１】
　前記機器は、画像形成装置であることを特徴とする請求項１から１０のいずれか１項に
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記載の情報処理装置。
【請求項１２】
　所定期間において複数のサービスマンが異なる位置に設置された複数の機器を訪問する
ための訪問計画を作成する訪問計画作成方法であって、
　前記所定期間における前記複数の機器それぞれの故障発生の程度を予測するステップと
、
　前記予測の結果に基づいて、前記所定期間において前記複数のサービスマンが訪問する
第１種類の機器と訪問しない第２種類の機器とを決定するステップと、
　前記所定期間の各時間帯において前記第１種類の機器を訪問する前記複数のサービスマ
ンの位置と前記第２種類の機器との位置に基づいて、前記訪問計画に係るコストを算出す
るステップと、
　前記算出されたコストに基づいて、前記訪問計画を作成するステップと、
を有することを特徴とする訪問計画作成方法。
【請求項１３】
　コンピュータを、請求項１から１１のいずれか１項に記載の情報処理装置として機能さ
せるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、サービスマンの訪問計画を作成するための技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　画像形成装置の保守管理のために、サービスマンが管理対象の画像形成装置を定期的に
訪問することが行われている。管理対象の画像形成装置は、各ユーザーのオフィスなど、
様々な場所に設置されているため、これらを効率的に訪問することが望ましい。効率的な
訪問を行うための訪問計画を作成する問題は、一般に巡回セールスマン問題と呼ばれてお
り、この問題を解く技術として特許文献１がある。特許文献１では、移動コストを考慮し
て訪問計画を作成する技術が開示されている。
【０００３】
　一方、画像形成装置の故障や部品の消耗時期や故障発生を予測し、部品交換などを適切
なタイミングで行うためのサービスマンの訪問計画を作成することも考えられている。部
品交換については、予測した故障時期に対して交換時期が早いと保守コストが増加し、交
換時期が遅いと故障発生のリスクが増加する。これらを考慮した技術として、特許文献２
には、保守コストと故障リスクを同時に最小化する修理計画を作成する技術が開示されて
いる。なお、これらの技術は、様々な位置に配置された機器の訪問計画に関する技術であ
り、対象とする機器は画像形成装置に限られない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－２０９３８３号公報
【特許文献２】特開２００９－２１７７１８号公報
【特許文献３】特開２００５－３０９０７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１、２に開示されるように、従来技術では、移動コスト、保守コスト、故障リ
スクなどを考慮して訪問計画を作成していた。一方、管理対象の機器に重大な故障が発生
し、機器が稼働できない状態に陥ると、サービスマンが計画中の訪問先に係わらず、故障
が発生した機器に緊急出動する必要があった。このとき、機器のダウンタイムを短縮する
ためには、サービスマンが当該機器の設置位置まで迅速に移動することが必要となる。
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【０００６】
　しかし、従来の訪問計画作成に関する技術では、このような緊急的な出動を考慮した訪
問計画を作成するものではなかった。つまり、訪問計画外の機器で発生した故障への緊急
出動を考慮して訪問計画を作成することはされていなかった。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　以上の課題を解決するために、本発明は、所定期間において複数のサービスマンが異な
る位置に設置された複数の機器を訪問するための訪問計画を作成する情報処理装置であっ
て、前記所定期間における前記複数の機器それぞれの故障発生の程度を予測する予測部と
、前記予測部の予測結果に基づいて、前記所定期間において前記複数のサービスマンが訪
問する第１種類の機器と訪問しない第２種類の機器とを決定する決定部と、前記所定期間
の各時間帯において前記第１種類の機器を訪問する前記複数のサービスマンの位置と前記
第２種類の機器との位置に基づいて、前記訪問計画に係るコストを算出する算出部と、前
記算出部により算出されたコストに基づいて、前記訪問計画を作成する作成部と、を有す
ることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　以上の構成によれば、本発明では、故障発生に伴う緊急出動にも対応可能な訪問計画を
作成することができるようになる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】第１の実施形態における情報処理システムの構成を示すブロック図。
【図２】第１の実施形態における訪問計画作成方法の概略を説明する概略図。
【図３】第１の実施形態において訪問計画期間に訪問する機器のリストを説明する図。
【図４】第１の実施形態における訪問計画作成の処理を示すフローチャート。
【図５】第１の実施形態において決定される訪問計画を説明する図。
【図６】第１の実施形態において部品交換コストＣｒの算出に係る関数を示す図。
【図７】第２の実施形態において各サービスマンの特性情報を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　［第１の実施形態］
　本実施形態は、複数の位置に設置された機器の部品交換、保守、清掃などメンテナンス
のために、サービスマンの訪問計画を作成するものである。本実施形態では、複数の機器
を管理するサービス拠点に従事する複数人のサービスマンの訪問計画を作成する構成につ
いて説明する。ここでは、サービスマンが管理対象とする機器として、画像形成装置を例
に説明をするが、本実施形態が対象とする機器はこれに限定されるものではない。
【００１１】
　図１は、本実施形態における情報処理システムの構成を説明するブロック図である。機
器１０１～１０Ｎは、それぞれ異なる位置に設置されたＮ台の機器で、例えば、ユーザー
のオフィスなどに設置された画像形成装置である。これらの機器は、ネットワーク１１６
を通じて情報処理装置１００に接続されている。
【００１２】
　情報処理装置１００は、故障予測部１１１、訪問計画作成部１１２、表示部１１３、機
器情報保存部１１４、サービスマン情報保存部１１５で構成されている。故障予測部１１
１は、ネットワーク１１６を介して得られた各機器１０１～１０Ｎの内部状態の情報を用
いて、各機器の故障発生を予測する。なお、図１では、故障予測部１１１を情報処理装置
１００に含む構成を説明しているが、故障予測部１１１を各機器に含む構成にしてもよい
。この場合、各機器の内部で、内部状態の情報から故障予測を行い、故障予測結果を情報
処理装置１００に送信する。
【００１３】
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　訪問計画作成部１１２では、故障予測部１１１の故障予測結果と、機器情報保存部１１
４、サービスマン情報保存部１１５の情報とに基づいて、サービスマンの訪問計画を作成
する。機器情報保存部１１４には、各機器の設置位置の情報または各機器間の移動時間、
移動距離などの情報が格納されている。サービスマン情報保存部１１５には、サービス拠
点に従事するサービスマンの情報が格納されている。
【００１４】
　表示部１１３は、訪問計画作成部１１２で作成したサービスマンの訪問計画を表示する
。各サービスマンは、この表示された訪問計画に従い各機器を訪問する。なお、情報処理
装置１００は、表示部１１３に表示された訪問計画を人間が修正するための入出力装置を
備えていてもよい。
【００１５】
　このような情報処理装置１００は、ネットワークまたは各種情報記録媒体を介して取得
したソフトウェア（プログラム）を、ＣＰＵ、メモリ、ストレージデバイス、入出力装置
、バス、表示装置などにより構成される計算機によって実現できる。なお、計算機につい
ては、汎用の計算機を用いてもよいし、本発明のプログラムに最適に設計されたハードウ
ェアを用いてもよい。
【００１６】
　次に、図２を用いて、本実施形態における訪問計画作成方法の概略について説明する。
同図には、異なる位置に設置された複数の機器１０１～１０９が示されている。矢印１３
１は、サービスマンＡの訪問計画に従う訪問経路を示しており、サービスマンＡの訪問計
画は、機器１０１、１０２、１０４を順次訪問する計画となっている。訪問対象となって
いる機器１０１、１０２、１０４は、定期訪問の必要性や、寿命部品の交換時期、または
故障発生の可能性が高い機器で、訪問の必要がある機器が選ばれている。
【００１７】
　ここで、機器１０５は訪問予定の対象からは外れたものの、故障発生の可能性が比較的
高い機器であるとする。機器１０５で突発的な故障が発生し、稼働が不可能となったよう
な場合には、ユーザーからの通報、あるいはネットワークを介した自動検知に基づいて、
緊急にサービスマンを派遣する必要がある。この時、サービスマンＡが機器１０１を訪問
中に、機器１０５の故障が発生した場合には、機器１０１と機器１０５が比較的近くに設
置されているため、連絡を受けたサービスマンＡは機器１０５まで比較的短時間で移動す
ることができる。一方、サービスマンＡが機器１０２を訪問中に、機器１０５に故障が発
生した場合には、機器１０２と機器１０５の距離が離れているため、その移動（図２の矢
印１４１）には時間がかかり、故障への対応に時間がかかってしまう。このため、機器１
０５のダウンタイムが長くなり、機器１０５のユーザーに大きな不利益が生じてしまう。
【００１８】
　ところで、１つのサービス拠点には、複数人のサービスマンが従事していることが一般
的であり、他のサービスマンも訪問計画に従って機器の訪問を行っている。図２では、サ
ービスマンＢの訪問計画に従う訪問経路を破線矢印１３２で示している。サービスマンＢ
の訪問計画は、機器１０９、１０６を順次訪問する計画となっている。図２のケースでは
、サービスマンＡが機器１０２を訪問しているタイミングで、サービスマンＢは機器１０
６を訪問する計画となっている。機器１０５と機器１０６は、比較的近い位置に設置され
ているため、このタイミングで機器１０５に故障が発生した場合には、サービスマンＢが
機器１０５へと比較的短時間で移動することができるため、機器１０５のダウンタイムを
短くすることができる。
【００１９】
　このように、サービスマンＡ、Ｂが共に、機器１０５から遠い位置を訪問しているタイ
ミングで、機器１０５に故障が発生したとすると、機器１０５への到着に時間を要してし
まう。しかし、サービスマンＡ、Ｂのいずれかが、機器１０５に近い位置を訪問している
タイミングでは、機器１０５に故障が発生しても、機器１０５まで比較的短時間で移動す
ることができる。したがって、複数人のサービスマンの内、少なくとも誰かが、故障が発
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生する可能性の比較的高い機器の近辺をできるだけ訪問する訪問計画を作成することが望
ましい。本発形態では、このようにして、突発的な故障に対応する訪問計画を作成するも
のである。そのため、故障予測結果と、訪問対象外の機器と最近傍サービスマンの距離に
基づいたコストを算出し、複数人のサービスマンの最適な訪問計画を作成する。以下、こ
のコストを他のコストを区別するために緊急対応コストと称し、詳細な訪問計画作成方法
について説明する。
【００２０】
　まず、本実施形態の情報処理装置１００における故障予測部１１１と訪問計画作成部１
１２の構成について説明する。故障予測部１１１は、各機器の内部状態の情報に基づいて
、各機器の故障発生の程度を予測し、故障予測値として出力する。例えば、機器が画像形
成装置であれば、ジャム、アラームの発生の頻度、パターン、印刷枚数やドラム回転量な
どのカウンタ値、または、画像形成装置中の振動センサ、温度センサ、電流センサなどの
センサ情報を機器内部状態の情報として収集する。そして、これらの内部情報を、事前に
収集した故障前の内部情報の統計的パターンに照らし合わせて故障予測値を算出する。故
障予測値の算出方法としては、例えば、特許文献３のような手法を用いることができる。
特許文献３に開示された手法では、機器の内部状態の情報と予め準備したベイジアンネッ
トワークのモデルにより故障予測値を算出する。故障予測値の算出方法は、例えばこのよ
うな従来の技術を利用すればよく、詳細な説明は割愛する。
【００２１】
　本実施形態の故障予測値は、各機器について１つの故障予測値が得られるとする。した
がって、機器内の各部品についての故障の発生や、予め定められた故障種類ごとの故障発
生についての予測値が算出される場合には、これらの複数の故障予測値から代表値とする
故障予測値を算出する。本実施形態では、機器内の各部品の故障予測結果など、複数の故
障予測結果が得られる場合には、これらの最大値を機器ｎの故障予測値ｖｎとする。故障
予測値ｖｎは、各機器での故障発生の可能性を示す値であるため、このように最大値を設
定することが好ましい。ただし、最大値に限らず、機器ｎの複数の故障予測結果を平均し
た値を故障予測値ｖｎとしてもよいし、他の算出方法により故障予測値ｖｎを求めてもよ
い。
【００２２】
　次に、訪問計画作成部１１２の処理について説明する。訪問計画作成部１１２では、故
障予測部１１１が出力する故障予測値ｖｎと、機器情報保存部１１４およびサービスマン
情報保存部１１５に格納された情報とに基づき、複数人のサービスマンそれぞれの所定期
間における訪問計画を作成する。なお、故障予測部１１１で予測する故障予測値ｖｎは、
この訪問計画作成の所定期間に対応する期間の故障発生の予測を行ったものである。
【００２３】
　機器情報保存部１１４には、機器１０１～１０Ｎに関する情報が予め格納されている。
機器情報保存部１１４に格納されている情報は、例えば、管理対象機器のＩＤ、前回訪問
日時、設置位置、各機器間の距離などの情報であり、これら機器に係る情報は必要に応じ
て訪問計画作成部１１２から呼び出される。サービスマン情報保存部１１５には、サービ
ス拠点に属するサービスマンの人員コードや担当機器などの情報が格納されており、これ
らサービスマンに係る情報も必要に応じて訪問計画作成部１１２から呼び出される。
【００２４】
　図４は、情報処理装置１００の訪問計画作成部１１２により実行される訪問計画の作成
処理を示すフローチャートである。同図に示されるように、訪問計画作成部１１２は、大
きく分けて、決定部と、算出部と、作成部としての機能を有している。すなわち、決定部
としては、訪問先リストを作成するためにサービスマンが訪問する機器（第１種類の機器
）と訪問しない機器（第２種類の機器）とを決定する（Ｓ４０１）。また、算出部として
は、訪問計画に係るコストを算出し（Ｓ４０３）、作成部として最終的な訪問計画を作成
する（Ｓ４０３～Ｓ４０６）。以下、訪問計画作成部１１２により実行される訪問計画の
作成処理の詳細について説明する。
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【００２５】
　まず、ステップＳ４０１において、訪問計画作成部１１２は、計画期間中に訪問する訪
問先機器のリストを作成する。ここでは、訪問先機器の候補は訪問計画作成前に決まって
いるものとし、ステップＳ４０１では、この訪問先機器の候補から実際に訪問する機器を
選択し、訪問先機器のリストを作成する。図３は、ステップＳ４０１により決定された、
あるサービス拠点における複数人のサービスマンが訪問計画期間中に訪問する機器のリス
トである。図３に示す訪問先機器リストには、訪問先機器のＩＤ、各機器の担当サービス
マン、訪問理由または訪問時の処置が記載されている。ステップＳ４０１において、訪問
計画期間中に訪問対象とする機器は、例えば、以下のようにして選択、決定する。
【００２６】
　まず、サービスマンが管理対象機器の清掃や実地確認のため定期的に機器を訪問する場
合、前回訪問から所定期間以上が経過した機器を、訪問計画期間中の訪問対象として選択
する。この機器選択のために、機器情報保存部１１４には、各機器の前回の訪問日時を格
納しておく。
【００２７】
　また、故障予測部１１１で算出した故障予測値ｖｎが非常に高い値を示す場合、訪問計
画期間中に故障が発生する可能性が高い。したがって、故障発生前に部品交換など事前処
置を行い、故障を未然に防ぐことが好ましい。この場合、故障予測部１１１で算出した故
障予測値ｖｎが所定の閾値（第１の閾値）以上であれば、その機器を訪問対象の機器とし
て選択する。なお、事前処置は、部品の交換コストや作業コストが発生するため、必要最
低限の実施にするべきである。そのため、故障予測値ｖｎが第１の閾値以上となった機器
に対してのみ事前処置の訪問を実施する。
【００２８】
　さらにまた、故障とは別に、機器内の部品が寿命となる日を予測し、寿命日あるいは寿
命日以前に部品を交換する。機器が画像形成装置の場合、例えば、トナーやドラムなどは
消耗品であり、寿命時期を予測して適切なタイミングで交換することが好ましい。したが
って、ある機器の消耗部品の寿命日が、計画期間中であれば、この機器を訪問対象として
選択する。ステップＳ４０１では、以上のように、定期訪問期間、故障予測、消耗品寿命
予測に基づいて、訪問計画期間中に訪問する対象機器を選定する。
【００２９】
　続くステップＳ４０２では、ステップＳ４０１で作成した訪問先リストを元に、訪問計
画の初期値（機器訪問順序の初期配置）を決定する。図５の訪問計画５０１、５０２は、
サービスマンＡ、Ｂに対して作成される訪問計画の初期値の例を示している。
【００３０】
　訪問計画５０１、５０２には、５日後までの訪問機器と、その訪問機器での作業（定期
訪問、故障予測が高い機器への対応、寿命を迎える部品の交換）が記載されている。図５
の訪問計画では、説明を簡単にするため、午前（ＡＭ）と午後（ＰＭ）のみに時間を分割
した簡易的な訪問計画を示しているが、１時間単位などで計画を作成し、１日に３つ以上
の機器への訪問を割り当ててもよい。
【００３１】
　なお、訪問先リストに基づいて訪問機器の訪問順序を決定する方法については、後述す
るが、訪問計画作成部１１２は、繰り返し処理により訪問計画を最適化していくので、こ
の計画初期値は基本的にどのような順序であってもよい。例えば、訪問先リストに記載さ
れた機器を、ランダムに訪問計画期間中に配置して訪問計画初期値を作成してもよいし、
または、訪問作業の内容に応じて、所定のルールにより計画初期値を作成してもよい。例
えば、部品の寿命予測で寿命日が予測された機器については、初期計画では寿命日に訪問
するように機器訪問日を決定する。また、故障予測処理で、故障の可能性が高いことが予
測された機器については、優先的に（例えば１日後に）訪問するように計画初期値を作成
する。さらにまた、定期訪問についても、前回訪問日からの経過日数が多いほど、優先的
に訪問するように訪問日、訪問時間を設定して初期計画を作成する。以上のようにして、
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複数人のサービスマンそれぞれの訪問計画初期値を作成する。
【００３２】
　以降のステップＳ４０３～Ｓ４０６は、複数人のサービスマンの訪問計画を計画初期値
から更新して、情報処理装置１００が最終的に出力する訪問計画を作成する処理である。
まず、ステップＳ４０３の計画コスト算出のステップの処理について説明する。ステップ
Ｓ４０３では、訪問計画作成部１１２が、入力された訪問計画の訪問コストを算出する。
従来から、機器間の移動コスト、保守コスト、故障リスクなどを考慮して最適な計画を作
成することが知られている。本実施形態では、緊急出動を考慮した訪問計画を作成するた
めに、従来から用いられていたコストに加え、緊急対応コストを導入する。これらのコス
トは、ある計画期間中での訪問先機器が同じでも、訪問順序（訪問計画）によって変化す
るものである。そして、本実施形態では、これらのコストが最小となる計画を選択するこ
とで、最適な訪問計画を決定することができる。以下、複数人のサービスマンの訪問計画
全体の計画コストをＣとすると、本実施形態における計画コストＣは、以下の数１式のよ
うに表わされる。
Ｃ＝αＣｄ＋βＣｒ＋γＣｆ＋δＣｅ　　・・・数１式
　ここで、Ｃｄは移動コスト、Ｃｒは部品交換コスト、Ｃｆは故障リスク、Ｃｅは緊急対
応コストであり、α、β、γ、δはそれぞれ、各コストの重み係数である。各コストは、
複数人のサービスマン全体のコストとして算出される。以下では、複数人のサービスマン
の訪問計画が与えられたときの各コストの算出方法について説明する。
【００３３】
　移動コストＣｄは、訪問計画に従って各機器間、及びサービス拠点と機器の間を移動し
た場合の移動距離に基づくコストで、移動距離が大きいほど大きなコストとなる。長距離
の移動が多い計画では、移動時間の無駄が多くなるため、移動距離を小さくするために効
率的な移動（近傍の機器は、できるだけまとめて訪問するなど）の計画であることが望ま
しい。移動コストＣｄは、例えば以下の数２式により算出する。
【００３４】
【数１】

【００３５】
　ここで、Ｊは全サービスマンの数、Ｔｊはあるサービスマンｊの訪問計画の全移動で、
ｔは訪問計画中のある一つ移動を示す。Ｄ（ｊ、ｔ）は、あるサービスマンｊのある移動
ｔにおける前の訪問先の機器と次の訪問先の機器の移動距離を示す。また、１日の訪問の
始まりと終わりにサービス拠点からの出発あるいは帰着する場合には、サービス拠点と機
器の移動距離を示す。ここで、各機器の間の移動距離に関する情報は、予め機器情報保存
部１１４に格納されているものとする。格納されている移動距離に関する情報は、機器の
設置位置及びサービス拠点の位置の情報を元に直線距離を算出して格納しておいてもよい
し、経路に沿った実際の移動距離を算出しておいて格納しておいてもよい。また、機器情
報保存部１１４には各機器の設置位置及びサービス拠点の情報のみを格納しておいて、必
要に応じて、機器間の移動距離を算出してもよい。
【００３６】
　以上のようにして算出する移動距離を、あるサービスマンの訪問計画の全移動Ｔ、及び
全サービスマンＪについて総和を算出することで移動コストＣｄとする。また、ここでは
、移動コストを移動距離に基づいて算出したが、移動コストは移動距離でなく移動時間を
基に算出してもよい。この場合、予め機器情報保存部１１４には各機器間の移動時間が格
納されていればよい。
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【００３７】
　次に、部品交換コストＣｒは、部品の寿命日（最適な交換日）が予測されている部品を
交換する場合に、計画中の部品交換日がずれていると上昇するコストである。具体的には
、寿命日が予測されている場合、その寿命日に部品を交換すると最もコストが低くなる。
一方、寿命日より前に交換日が設定されていると、部品を完全に消耗することなく交換し
てしまうので、交換予定日が早いほどコストが上昇する。また、寿命日以降に部品を交換
すると、機器の動作不良や稼働停止を招いてしまうため、急激にコストが上昇する。部品
交換コストＣｒは、例えば以下の数３式により算出する。
【００３８】
【数２】

【００３９】
　ここで、Ｊは全サービスマンの数、Ｎｒｊはサービスマンｊの訪問計画中に含まれる部
品寿命予測に従って訪問する機器の数である。また、ｄａｙ（ｊ、ｎ）は、訪問計画中で
サービスマンｊが機器ｎを訪問する日にちを表す。Ｒ（ｄａｙ）は、日にちを入力すると
、寿命日からのずれによって値を返す関数である。ここで、図６に部品交換コストＣｒの
算出に用いる関数Ｒ（ｄａｙ）を示す。図６に示すように、Ｒ（ｄａｙ）は、寿命日で最
小の値を返し、入力ｄａｙが寿命日よりも早いと、入力ｄａｙの寿命日からのずれに応じ
て高くなる値を返す。一方、入力ｄａｙが寿命日よりも遅いと、急激に高くなる値を返す
。これらの関数は、予め交換対象部品ごとに準備しておき、機器情報保存部１１４に格納
しておく。以上のようにして算出する値を、サービスマンｊの訪問計画中の寿命部品交換
機器Ｎｒ、及び全サービスマンＪについて総和を算出することで部品交換コストＣｒとす
る。
【００４０】
　次に、故障リスクＣｆについて説明する。前述の部品交換コストＣｒは、寿命部品の交
換時期に基づくコストとして算出される。これに対し、故障リスクＣｆは、故障予測処理
により故障予測値が高いと判定され、故障の事前対応のために訪問先リストにリストアッ
プした機器の訪問日に関するコストとして算出される。このような故障発生が予測される
機器の訪問は速やかに行われるべきなので、訪問計画中で当該機器への訪問日が遅れるほ
ど高いコストを出力するようにする。故障リスクＣｆは、例えば以下の数４式により算出
する。
【００４１】

【数３】

【００４２】
　ここで、Ｊは全サービスマンの数、Ｎｆｊはサービスマンｊの訪問計画中に含まれる故
障予測に従って訪問する機器の数である。また、ｄａｙ（ｊ、ｎ）は、部品交換コストと
同様に、訪問計画中でサービスマンｊが機器ｎを訪問する日にちを表す。Ｆ（ｄａｙ）は
、入力ｄａｙが訪問計画中で遅いほど高い値を返す関数である。ｗｎ（ｖｎ）は、機器ｎ
の故障予測値ｖｎに基づいた重みであり、故障予測値が大きい機器への訪問が遅れるほど
、故障リスクが高くなる。これらの関数は、予測される故障種類ごとに予め準備しておき
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、機器情報保存部１１４に格納しておく。
【００４３】
　更に、本実施形態では、緊急対応コストＣｅとして、故障予測結果が比較的高い機器と
サービスマンの訪問位置の距離に基づくコストを導入する。このコストを用いることで、
突発的な故障が発生した機器へ迅速に移動できる訪問計画の作成を可能にする。なお、本
実施形態では、故障予測値が非常に高い機器（故障予測値が第１の閾値以上の機器）は、
訪問対象機器としている。一方、訪問対象外ではあるが故障可能性が比較的高い機器が存
在する場合、訪問対象外の機器の中では、特にこのような機器への緊急出動を考慮した訪
問計画を作成することが好ましい。故障の可能性が比較的高い機器とは、例えば故障予測
値ｖｎが第１の閾値未満で、且つ第２の閾値以上の機器のことである（ただし第１の閾値
は第２の閾値より大きい）。したがって、緊急対応コストは、訪問対象外ではあるが故障
の可能性が比較的高い機器に故障が発生した場合に特に対応するため、故障予測値ｖｎに
基づいた重み付けを行う。
【００４４】
　緊急対応コストＣｅの算出方法の具体例は、以下のようになる。まず、訪問計画のある
時間帯における訪問計画外の機器の位置と、最も近い位置を訪問しているサービスマンの
位置との移動距離に、故障予測値ｖｎに基づいた重み付けを行う。そして、全訪問計画外
の機器、及び訪問計画の全時間について、重み付けた移動距離の値の総和を算出すること
で、緊急対応コストＣｅを算出する。これは、例えば以下の数５式を用いて算出される。
【００４５】
【数４】

【００４６】
　ここで、ｍは訪問計画のある時間帯を示す。例えば、図５の訪問計画の例では、ｍ＝１
は「１日後のＡＭ」の時間帯である。また、Ｍは作成する訪問計画の全時間を表す。つま
り、緊急対応コストＣｅの算出では、以下に示す各値を計画中の各時間について算出し、
訪問計画全体の和を算出する。Ｎｏは、全ての管理機器Ｎの内、訪問計画に含まれない訪
問計画外の機器である。ｗｎ（ｖｎ）は、数４式と同様に、機器ｎの故障予測値ｖに基づ
く重みである。ｐｎは機器ｎの位置で、ｐｍｊはサービスマンｊが、訪問計画のある時間
帯ｍにおいて訪問している機器の位置（訪問計画位置）である。ｍｉｎ｜ｐｎ－ｐｍｊ｜
は、ある時間帯ｍにおいて、訪問計画外の機器ｎの位置ｐｎと、最も近い位置を訪問して
いるサービスマンｊの位置ｐｊｍの距離を示す。この距離は、直線距離でもよいし、実際
の移動距離でもよい。これらの距離を算出するための情報は、移動コスト算出のための情
報と同様に、機器情報保存部１１４に格納されている。また、移動コストと同様に、移動
距離ではなく移動時間に基づくものであってもよい。さらにまた、上述の数５式では、機
器の位置ｐｎと最近傍のサービスマンの位置ｐｍｊの距離を算出したが、これは最近傍の
サービスマンに限定しない。例えば、機器ｎの位置ｐｎの近傍上位ｘ人のサービスマンと
の距離をそれぞれ算出し、その平均を基に緊急対応コストＣｅを算出するようにしてもよ
い。
【００４７】
　このようにして緊急対応コストＣｅを算出することで、故障可能性が比較的高い機器の
近くを訪問しているサービスマンが存在しない場合（最近傍のサービスマンの距離が遠い
場合）に高い値を示すコストが得られる。
【００４８】
　以上のように各コストを算出し、数１式により各コストの重み付け和を算出することで
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、複数人のサービスマンの訪問計画の計画コストＣが算出される。この計画コストＣを最
小化する訪問計画を求めることで、複数人のサービスマンの訪問計画を最適化することが
できる。本実施形態では、訪問先リストにより訪問先が決定しているので、機器の訪問順
序を入れ替えることにより、コストが最小化する訪問計画を求める。これは、組み合わせ
最適化問題となるため、厳密解を求めることが困難である。したがって、本実施形態では
、以下のように局所探索法を用いて近似解を求める。
【００４９】
　図４のステップＳ４０３、Ｓ４０４、Ｓ４０５、Ｓ４０６のループは、局所探索法によ
り近似解を求める繰り返しステップである。まず、初回ループでは、ステップＳ４０３で
計画初期値の計画コストＣを算出する。次に、ステップＳ４０４では、現在の訪問計画Ｐ
（計画初期値）と計画コストＣを、訪問計画Ｐ＊、計画コストＣ＊として保存して、処理
をステップＳ４０５へと移す。ステップＳ４０５は、ループの終了判定を行うステップで
あるが、初回ループでは、ループの終了を行わないものとする。終了判定については、後
述する。
【００５０】
　ステップＳ４０６では、訪問計画の一部を入れ替えて新しい訪問計画（局所探索法の近
傍解）を作成する。訪問計画の一部入れ替えは、例えば、図５の矢印５１１のようにある
サービスマンの訪問順序を入れ替えることである。図５の矢印５１１は、サービスマンＢ
の２日後ＡＭの訪問先機器と、３日後ＰＭの訪問先機器を入れ換えて新しい訪問計画を作
成することを示している。本実施形態では、各サービスマンの担当機器が決まっているた
め、訪問順序の入れ替えは各サービスマンの訪問計画中でのみ実施する。一方、各サービ
スマンに固有の担当機器を設定せずに、サービスマン全員でサービス拠点の機器を担当す
る場合には、異なるサービスマンの訪問計画間での計画入れ替えを行ってもよい。例えば
、図５の矢印５１２で示すように、サービスマンＡの訪問先機器とサービスマンＢの訪問
先機器を入れ換えることによって、新しい訪問計画を作成するようにしてもよい。なお、
同時に入れ替える訪問先機器は、以上のように一対の入れ替えでもよいし、３以上の訪問
先機器の訪問順序を同時に入れ替えてもよい。
【００５１】
　ステップＳ４０６において、訪問計画の一部を入れ替えて新しい訪問計画を作成したら
、再度ステップＳ４０３へと戻り、新しい訪問計画の計画コストＣを算出する。さらに、
ステップＳ４０４へと移り、現在の解として保存している訪問計画Ｐ＊及び計画コストＣ
＊との解の入れ替えを判断する。この処理では、新しい訪問計画の計画コストＣと保存し
ている計画コストＣ＊を比較して、新しい訪問計画の計画コストＣが計画コストＣ＊より
も低い場合には、新しい訪問計画を訪問計画Ｐ＊、新しい計画コストを計画コストＣ＊と
して解を入れ替えて保存する。なお、新しい訪問計画の計画コストＣが計画コストＣ＊よ
りも高いコストの場合には、解の入れ替えを行わずに、このステップを終了する。
【００５２】
　以上のループをステップＳ４０５の終了条件を満たすまで実施し、訪問計画Ｐ＊の更新
を行っていく。ステップＳ４０５の終了判定では、ループを繰り返しても訪問計画Ｐ＊が
更新されなくなった場合や、所定回数のループが実行された場合を終了条件として終了判
定を行う。ループ終了と判定されたときに、保存されている訪問計画Ｐ＊が、最終的に出
力される訪問計画となる。
【００５３】
　なお、ステップＳ４０５の終了判定で、計画コストＣ＊の値を考慮した終了判定条件を
加えてもよい。この場合、計画コストＣ＊が予め決められた所定の閾値以下の低いコスト
の場合に、ループ回数にかかわらず終了すると判定する。この処理によると、計画初期値
が十分に低い計画コストを示す場合には、計画初期値がそのまま最終的な訪問計画として
出力される。
【００５４】
　表示部１１３には、以上の処理により作成した訪問計画が表示される。各サービスマン
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は表示された訪問計画を確認し、機器への訪問を実施する。表示部１１３の表示方法は、
図５に示すように各サービスマンの訪問計画を表示すればよい。なお、本発明の情報処理
装置１００が出力する訪問計画を、必要に応じて人間が変更、修正するための入出力装置
を備えてもよい。
【００５５】
　また、出力された訪問計画とともに、訪問計画の各種コストを示す情報を合わせて表示
するようにしてもよい。特に緊急対応コストの表示については、例えば、以下のような表
示を行ってもよい。まず、図５のように表示された訪問計画中において、緊急対応コスト
が高い時間帯を強調表示するようにする。このように表示することで、訪問計画中で、故
障発生に伴う緊急移動に時間がかかってしまう時間帯を把握することができる。あるいは
、訪問計画のある時間帯における各サービスマンの位置及び機器の位置を地図上に表示し
、合わせて故障予測値が高い機器と、最近傍サービスマンと、その移動コストを表示して
もよい。訪問計画に従って機器を訪問するサービスマンは、これらの情報を元にして、緊
急対応が困難な時間帯は、別サービス拠点からの応援を要請するなどの判断を行うことが
できるようになる。
【００５６】
　以上のように、本実施形態の情報処理装置１００は、緊急対応コストを考慮して、複数
人のサービスマンの訪問計画を作成する。これにより、複数人のサービスマンの内、少な
くとも誰かは、故障予測値の高い機器の近辺を訪問している訪問計画を作成することがで
きる。その結果、故障発生に伴う緊急出動の移動時間を短出することができるようになり
、機器のダウンタイムを低減することができるようになる。
【００５７】
　［第１の実施形態の変形例］
　第１の実施形態では、緊急対応コスト以外のコストとして、移動コスト、部品交換コス
ト、故障リスクを用いて訪問計画を作成する形態について説明した。移動コスト、部品交
換コスト、故障リスクの算出方法は上記以外の方法により計算してもよい。また、これら
全てのコストを算出しなくてもよい。
【００５８】
　また、これらのコスト以外の他のコストを計画コストに導入してもよい。例えば、定期
訪問対象の機器について、前回訪問からの経過時間に基づく訪問期間間隔コストを導入し
てもよい。訪問期間間隔コストは、訪問対象の機器の訪問期間間隔が長くなるほど上昇す
るコストで、前回訪問からの時間経過が長い機器については、訪問計画中で優先的に（早
い時期に）訪問するように調整するコストである。
【００５９】
　また、前述の説明では、緊急対応コストをサービスマン位置と訪問計画外の機器との距
離に基づいて算出する方法について説明した。緊急対応コストを算出する対象は、これに
限らず、訪問計画に含まれる機器とサービスマン位置との距離も含めて算出するようにし
てもよい。この場合、訪問予定の機器ｎについて、訪問予定時刻以降は、故障予測値ｖｎ

を対応完了済みとして例えばゼロに設定し、それ以降の計画コストを算出するようにして
もよい。
【００６０】
　さらにまた、計画コストの近似解を求める方法として、局所探索法による処理を説明し
たが、近似解の算出方法はこれに限定しない。他の算出方法としては、例えば、遺伝的ア
ルゴリズムを利用することができる。遺伝的アルゴリズムでは、上記の計画コストＣから
適合度を算出し、訪問計画中の訪問順序を順序表現で表して遺伝子とする。また、例えば
、計画コストＣが二次式となるようにして、最小値を示す訪問計画を算出するようにして
もよい。
【００６１】
　［第２の実施形態］
　次に、本発明の第２の実施形態について説明を行う。第１の実施形態では、緊急対応コ
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距離から算出した。これに対し、本実施形態では、故障発生可能性の比較的高い機器の最
近傍サービスマンの特性を考慮して、緊急対応コストＣｅを算出する構成について説明す
る。なお、第１の実施形態において既に説明をした構成については、同一の符号を付し、
その説明を省略する。
【００６２】
　訪問計画外の機器に故障が発生し、緊急的な対応が必要となった場合に、緊急出動する
サービスマンは故障対応の熟練者であることが望ましい。熟練者であれば、故障の修繕に
要する時間が短くなり、機器のダウンタイムの短縮が期待できる。したがって、本実施形
態では、熟練者のサービスマンが故障可能性の比較的高い機器の近傍の機器を優先的に訪
問する訪問計画を作成する。本実施形態における緊急対応コストＣｅは、以下の数６式に
より算出される。
【００６３】
【数５】

【００６４】
　ここで、第１の実施形態における緊急対応コストＣｅ（数５式）と異なる部分として、
サービスマンｊの処理能力Ｓｊの項が導入されている。各サービスマンの処理能力Ｓｊは
、例えば、図７のように、予め数値化されてサービスマン情報保存部１１５に格納されて
いる。サービスマン処理能力Ｓｊは、熟練者ほど高い値としているので、数６式で、熟練
者のサービスマンが機器ｎの最近傍サービスマンとして選ばれると、緊急対応コストＣｅ

が小さくなる。この緊急対応コストＣｅから計画コストＣを作成し、計画コストＣを小さ
くする訪問計画を作成することで、緊急対応に熟練者が対応する傾向にある訪問計画を作
成することができる。
【００６５】
　［第３の実施形態］
　次に、本発明の第３の実施形態について説明を行う。第２の実施形態では、緊急対応が
発生した場合に、出来るだけ熟練者のサービスマンが対応できるように、故障発生の可能
性が比較的高い機器の最近傍サービスマンの特性を考慮して、緊急対応コストＣｅを算出
した。このような第２の実施形態の構成では、故障への処置が早くなることで機器のユー
ザーのメリットは大きいが、一部の熟練サービスマンへの負荷が大きくなる傾向となる。
そこで、本実施形態では、複数のサービスマンが故障に緊急対応する可能性をできるだけ
均等にし、複数のサービスマンの負荷が均等になる訪問計画を作成する構成について説明
する。なお、第１、２の実施形態において既に説明をした構成については、同一の符号を
付し、その説明を省略する。
【００６６】
　本実施形態では、各サービスマンが訪問計画外の機器の最近傍サービスマンとして選択
された回数をカウントし、そのばらつきを計画コストに導入することで、最近傍サービス
マンとして選ばれる回数が均等になる訪問計画を作成する。そのため、まず、前述の数５
式により、緊急対応コストＣｅを算出する。ここで、サービスマンｊが、訪問計画外の機
器の最近傍サービスマンとして選ばれた回数をカウントする。あるサービスマンｊが最近
傍サービスマンとして選ばれた回数をｘｊとすると、サービスマンの負荷のばらつきを示
すコストＣｓは、以下の数７式のようにｘｊの分散で表現することができる。
【００６７】
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【数６】

【００６８】
　ここで、Ｊは全サービスマンの人数である。この負荷コストＣｓを計画コストＣに導入
して、この計画コストを小さくする訪問計画を作成する。本実施形態では、計画コストＣ
を以下の数８式により算出する。
Ｃ＝αＣｄ＋βＣｒ＋γＣｆ＋δＣｅ＋εＣｅ　　・・・数８式
　このように訪問計画を作成することで、緊急対応の可能性を複数人のサービスマンに比
較的均等に割り当てることができるようになる。また、緊急対応の可能性をさらに均等に
するために、最近傍の機器の故障予測値を用いてもよい。上述の説明では、ｘｊを各サー
ビスマンが最近傍に割り当てられた回数としたが、この場合には、ｘｊを各サービスマン
の最近傍機器の故障予測値の総和とする。その他は、上述の説明と同様に、ｘｊの分散を
負荷コストＣｓとして訪問計画コストＣを算出すればよい。
【００６９】
　［第４の実施形態］
　次に、本発明の第４の実施形態について説明を行う。第１の実施形態では、故障予測部
１１１は、各機器において複数の故障予測（複数の部品の故障予測や複数の異なる故障の
故障予測）を実施した場合に、最大の故障予測値を選択するなどして、機器ｎの故障予測
値ｖｎを設定した。そして、それ以降の計画コスト算出においては、故障予測値ｖｎを各
種コスト算出の重み付けに利用した。これに対し、本実施形態では、各機器で予測される
最大の故障予測値が示す故障種類に応じて緊急対応コストに重み付けを行う構成について
説明する。本実施形態の目的は、修理に時間がかかる故障の発生確率が高い場合に、その
機器への重みを大きくすることで、ダウンタイムが長くなる故障が発生しそうな機器の近
傍へのサービスマン配置を優先させることである。なお、第１～３の実施形態において既
に説明をした構成については、同一の符号を付し、その説明を省略する。
【００７０】
　本実施形態では、故障予測部１１１が予測する複数の故障種類について、各故障種類の
修理や対応に必要な作業時間が、予め機器情報保存部１１４に格納されている。各故障種
類の作業時間は、過去に実施した作業時間の平均時間などを記録しておく。故障予測部１
１１は、第１の実施形態と同様に、機器ｎについて複数種類の故障それぞれの故障予測値
を算出し、最大の故障予測値をｖｎとする。また、そのときの最大の故障予測値を示す故
障種類のラベルをＬｎで表す。これらを用いた緊急対応コストＣｅは、以下の数９式によ
り算出される。
【００７１】

【数７】

【００７２】
　ここで、関数ｗｎ（ｖｎ、Ｌｎ）は、機器ｎの故障予測値ｖｎと故障種類ラベルＬｎと
に基づいて重みを算出する関数である。故障種類ラベルＬｎと機器情報保存部１１４の情
報とから想定される作業時間が求められ、この作業時間と故障予測値ｖｎとから重みを算
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出する。本実施形態では、このように緊急対応コストＣｅを算出することにより、故障が
発生した場合に作業時間がかかることが想定される機器の近傍にサービスマンが配置され
るように訪問計画を作成することができる。
【００７３】
　［第５の実施形態］
　次に、本発明の第５の実施形態について説明を行う。前述の各実施形態では、複数人の
サービスマンの訪問計画を同時に作成する構成について説明したが、ある１人のサービス
マン訪問計画を作成するようにしてもよい。また、前述の各実施形態では、予め訪問先リ
ストを作成し、計画期間中での訪問先機器が確定した状態で訪問計画を作成する構成につ
いて説明したが、訪問先機器の選択と訪問計画の作成とを同時に実施するようにしてもよ
い。本実施形態では、１人のサービスマンの訪問計画を、訪問先機器の選択を行いながら
作成する構成について説明する。なお、第１～４の実施形態において既に説明をした構成
については、同一の符号を付し、その説明を省略する。
【００７４】
　第１の実施形態では、図４のステップＳ４０６における計画変更の処理において、既存
の訪問計画の訪問順序を入れ替えることで訪問計画の変更を行っていた。本実施形態では
、既存の訪問計画の順序の入れ替えだけでなく、訪問計画期間中に訪問する機器の選択も
行う。この処理のため、本実施形態では、訪問計画に含まれていない、訪問対象外の機器
のリストを準備しておく。訪問対象外の機器のリストとは、故障予測値ｖｎが第１の閾値
未満となる機器のリストである。
【００７５】
　そして、本実施形態の計画変更の処理では、既存の訪問計画の訪問先機器と、訪問対象
外機器リストに掲載された機器とを入れ替えることにより、新しい訪問計画を作成する。
その他は、第１の実施形態と同様に、新しい訪問計画の計画コストを算出して、計画コス
トが小さくなる訪問計画を作成する。この訪問先機器の選択（入れ替え）の処理は、既存
の訪問計画の訪問順序を入れ替える処理と同時に実施してもよいし、あるいはいずれかの
処理を選択的に実行してもよい。また、故障予測結果や寿命予測結果に基づいて設定され
た訪問対象の機器は、計画期間中に訪問する必要がある。したがって、訪問機器の入れ替
え処理により、既存の訪問計画から外す訪問先機器は、定期訪問の機器に限定するように
してもよい。
【００７６】
　本実施形態において、計画コストＣは、以下のように算出する。まず、移動コストＣｄ

、部品交換コストＣｒ、故障リスクＣｆについては、第１の実施形態の数２式～数４式の
それぞれにおいて、複数のサービスマンに関する和を算出しなければ、１人のサービスマ
ンに対するコストとなる。一方、緊急対応コストＣｅを算出するための数５式では、訪問
計画外の機器ｎについて複数人のサービスマンから最近傍のサービスマンを選択していた
。これを１人のサービスマンに対する緊急対応コストＣｅに改変すると、以下の数１０式
のようになる。
【００７７】
【数８】

【００７８】
　ここで、｜ｐｎ－ｐｍ｜は、訪問計画外の機器ｎの位置ｐｎと、時間ｍにおける、ある
サービスマンの訪問先機器の位置ｐｎとの移動距離を示す。本実施形態では、このように
数１０式から算出される緊急対応コストＣｅと上記の他のコストとから、計画コストＣを
算出する。そして、この計画コストＣが小さくなるように、訪問計画を作成する。これに
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より、本実施形態では、特定の１人のサービスマンに対して、訪問計画外の故障予測値が
高い機器にできるだけ近い機器を訪問先とした訪問計画を作成することができる。
【００７９】
　［第６の実施形態］
　次に、本発明の第６の実施形態について説明を行う。前述の各実施形態では、故障予測
部１１１が算出した故障予測値ｖｎに基づき緊急対応コストＣｅに重み付け処理を行い、
故障可能性が比較的高い機器の近傍にサービスマンを配置する訪問計画を作成する構成に
ついて説明した。これに対し、本実施形態は、緊急対応コストＣｅの算出にあたり、故障
予測値ｖｎに基づく重み付けを行わないものである。なお、第１～５の実施形態において
既に説明をした構成については、同一の符号を付し、その説明を省略する。
【００８０】
　まず、緊急対応コストＣｅを算出するための数５式において、故障予測値ｖｎに基づく
重み付けｗｎ（ｖｎ）を除くと、緊急対応コストＣｅは以下の数１１式により算出される
ようになる。
【００８１】
【数９】

【００８２】
　数１１式では故障予測値ｖｎに基づく重み付けｗｎ（ｖｎ）が除かれているため、これ
により算出される緊急対応コストＣｅを用いて作成される訪問計画では、全ての訪問外の
機器についてサービスマンが均等に配置されるような訪問計画が作成される。
【００８３】
　また、故障予測値ｖｎに基づく重み付けに代えて、前回訪問からの経過時間により重み
付け処理を行うようにしてもよい。この例では、前回訪問からの経過時間が長い機器は、
故障発生の可能性が高いとして、できるだけ近傍にサービスマンが存在するように訪問計
画を作成することを目的としている。前回訪問からの経過時間を考慮して緊急対応コスト
Ｃｅを算出する場合、機器ｎの前回訪問からの経過時間をｉｎとすると、緊急対応コスト
Ｃｅは、以下の数１２式により算出することができる。
【００８４】
【数１０】

【００８５】
　ここで、Ｉ（ｉｎ）は経過時間ｉｎに基づく重みを算出する関数で、前回訪問からの経
過時間が長いほど大きな値を重みとして返す。この緊急対応コストＣｅを用いて作成され
る訪問計画では、前回訪問からの経過時間が長い機器の近傍にサービスマンが存在するよ
うに訪問計画が作成される。
【００８６】
　以上のように、本実施形態では、緊急対応コストＣｅの算出にあたり、故障予測値ｖｎ

に基づく重み付けを行わず、何ら重み付け処理を行わないことにより、全ての訪問外の機
器についてサービスマンが均等に配置されるような訪問計画が作成される。また、故障予
測値ｖｎに代えて前回訪問からの経過時間により重み付け処理を行うようにした場合には
、前回訪問からの経過時間が長い機器の近傍にサービスマンが存在するように訪問計画を
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【００８７】
　［その他の実施形態］
　本発明は、上記実施形態の機能を実現するソフトウェア（プログラム）を、ネットワー
ク又は各種記憶媒体を介してシステム或いは装置に供給し、そのシステム或いは装置のコ
ンピュータ（又はＣＰＵやＭＰＵ等）がプログラムを読み出して実行する処理である。ま
た、本発明は、複数の機器から構成されるシステムに適用しても、１つの機器からなる装
置に適用してもよい。本発明は上記実施例に限定されるものではなく、本発明の趣旨に基
づき種々の変形（各実施例の有機的な組合せを含む）が可能であり、それらを本発明の範
囲から除外するものではない。即ち、上述した各実施例及びその変形例を組み合わせた構
成も全て本発明に含まれるものである。
【符号の説明】
【００８８】
　１００　情報処理装置
　１０１～１０ｎ　機器
　１１１　故障予測部
　１１２　訪問計画作成部
　１１３　表示部
　１１４　機器情報保存部
　１１５　サービスマン情報保存部
　１１６　ネットワーク

【図１】 【図２】
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